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これからの危機

• コロナ禍だけが我が国の危機ではない

• これからの危機＝人口の高齢化による社会
保障費の増加・労働力の低迷（低成長）

我が国の今世紀前半の「構造問題」であっ
て、脱デフレ・コロナ克服で解決するわけで
はない

• 財政が持続可能でなければ社会保障も持
続しない・・・・⇒平時の財政健全化が必要

例：社会保障と税の一体改革
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

出所：財務省



消費税を巡る誤解

• 「原因」と「結果」の混同

誤解＝消費税増税は景気後退の「原
因」・・・

実際＝消費税増税は社会保障費の
増加・財政悪化の「結果」

• 問われるのは高齢化社会においてど
のように社会保障給付等の財源を確
保する、給付等を抑えるか？

原因 結果

通念 消費税増税 景気後退

実際 社会保障費増・財政悪化 消費税増税
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出所：内閣府



6出所：財政制度等審議会資料



出所：財務省

債務残高の国際⽐較（対GDP⽐）



8出所：財政制度等審議会
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出所：財政制度等審議会



財政制度等審議会建議（2018年）

• 地球温暖化を含む環境問題について、所有権が存在せず、多数の主体がアクセス可能な資源が過剰に利
用され枯渇するという「共有地の悲劇」が指摘されることがあるが、財政にもまた「共有地の悲劇」が当ては
まる。

• 現在の世代が「共有地」のように財政資源に安易に依存し、それを自分たちのために費消してしまえば、将
来の世代はそのツケを負わされ、財政資源は枯渇してしまう。悲劇の主人公は将来の世代であり、現在の
世代は将来の世代に責任を負っているのである。

• 現実には保険料より公費への依存が増しており、しかも本来税財源により賄われるべき公費の財源につい
て、特例公債を通じて将来世代へ負担が先送られているため、受益と負担の対応関係が断ち切られている。

• 負担の水準の変化をシグナルと捉えて受益の水準をチェックする牽制作用を期待できないまま、給付（受
益）の増嵩が続いており、我が国財政の悪化の大の要因となっている
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社会保障
（医療・介護等）

地方財政 文教・科学技術

環境問題における「共有地の悲劇」
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＜財政資源の過剰な利用＞

＜財政資源の枯渇＞

社会資本整備 農林水産

エネルギー・
環境・中小企業

防衛外交関係

＜資源の過剰な利用＞

＜資源の枯渇＞

財政問題における「共有地の悲劇」

「共有地の悲劇」のイメージ図

＜現在の世代＞

＜将来の世代＞


